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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第45期 

第３四半期連結 
累計期間 

第46期 
第３四半期連結 

累計期間 
第45期 

会計期間 
自2019年１月21日 
至2019年10月20日 

自2020年１月21日 
至2020年10月20日 

自2019年１月21日 
至2020年１月20日 

売上高 （百万円） 130,925 122,351 168,256 

経常利益 （百万円） 4,059 6,394 2,857 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 2,879 4,646 1,778 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △317 1,117 △3,126 

純資産 （百万円） 92,109 85,468 89,210 

総資産 （百万円） 176,495 165,714 163,383 

１株当たり四半期（当期）純利

益 
（円） 174.79 290.24 108.00 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 51.5 51.0 53.9 

 

回次
第45期

第３四半期連結
会計期間

第46期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2019年７月21日
至2019年10月20日

自2020年７月21日
至2020年10月20日

１株当たり四半期純利益 （円） 100.32 213.59 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．１株当たり四半期（当期）純利益の算定において、役員向け株式給付信託、及び信託型従業員持株インセン

ティブ・プラン(E-Ship®)の導入において信託銀行に設定したダイドーグループホールディングス社員持株

会専用信託口が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数は当該株式を控

除対象の自己株式に含めて算出しております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社における異動は以下のとおりであります。

＜海外飲料事業＞ 

DyDo DRINCO Malaysia Sdn. Bhd.は、2020年10月20日付で当社が保有する株式のすべてを譲渡したため、連結の範

囲から除外しております。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した内容から、以下の追加すべき事項が生じております。なお、文中の将来に

関する事項は、当第３四半期会計期間の末日現在における判断及び仮定に基づいております。 

当第３四半期連結累計期間において、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大によるリスクが顕在化しておりま

す。当社グループは、お客様と従業員の健康・安全を最優先に考慮し、感染拡大防止につとめております。 

このような世界的危機による内外経済の停滞は、短期的な業績に影響を与えるリスクとなりますが、コロナ禍を契

機とした消費者の価値観や行動様式の変容、DX（デジタルトランスフォーメーション）の急速な進展などによる大き

な社会変革は、将来の成長に向けた新たなビジネスチャンスとなり得るものと考えております。 

また、健康・予防・衛生に対する意識の変化、ワークスタイルに対する価値観の多様化、地球環境保護に対する問

題意識の高まりなどによるリスクと機会への対応は、将来の持続可能性に関わる大きな課題となるものと認識してお

ります。 

当社グループは、2030年のありたい姿を示す「グループミッション2030」のもと、大きな社会変革に柔軟に対応

し、イノベーションの創出により、人と社会に貢献する持続可能なビジネスモデルの構築をめざしてまいります。 

 

直近の動向といたしましては、感染拡大防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていく中で、内外経

済は持ち直しの動きが続くことが期待されているものの、感染の再拡大により、再び経済が停滞するリスクに注意が

必要な状況にあります。新型コロナウイルス感染症の終息時期の見通しは不透明であり、当社グループの経営成績等

への重要な影響を与える可能性があります。 

 

当第３四半期連結会計期間末時点において想定される主な影響と対応策は以下のとおりであります。今後につきま

しては、キャッシュ・フロー創出力回復に向けた既存事業の基盤強化を図り、将来の成長のための投資戦略を着実に

実行してまいります。 

 

 

  想定される主な影響 今後の対応策 

国内飲料事業 ・４月～５月をボトムとして、販売は緩

やかな回復基調にあるものの、在宅勤

務の定着や消費者の行動変容により、

自販機市場は大きく変化することが想

定される

・自販機展開の強化を図るとともに、ス

マートオペレーション体制の構築によ

り、市場の変化に柔軟に対応できる持

続可能な自販機ビジネスモデルの確立

をめざす

海外飲料事業 ・トルコ飲料事業は、外出制限措置の緩

和により、６月以降の販売は緩やかな

回復基調にあるものの、為替変動によ

る原材料高騰に対し、価格転嫁が難し

い経済情勢であることから、利益面へ

の影響を懸念 

・イギリス、ロシアへの輸出の本格化に

は、時間を要する状況 

・マレーシア飲料事業は、販売回復の目

途が立たないと判断 

・海外における戦略拠点の選択と集中の

方針のもと、マレーシア飲料事業の撤

退を決定。海外飲料事業セグメント全

体の黒字転換を当面の目標とし、海外

における事業戦略の再構築を図る

医薬品関連事業 ・中国向け美容ドリンクの受注見通しが

不透明、国内向けも受注回復に時間を

要する可能性

 

・奈良工場に新設したパウチラインは

2020年２月、関東新工場は2020年７月

より稼働を開始。２工場４ライン体制

での効率的な生産体制の実現に向け、

社内体制を整備、収益改善に向けた業

務内容の見直しを推進する

食品事業 ・量販店向けの販売は引き続き堅調なが

ら、コンビニエンスストア向けの販売

は減少が続く可能性

・ライフスタイルの変化に対応した商品

開発や、生産性向上への取り組みを引

き続き進め、さらなる収益力強化をめ

ざす
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下に記載している分析には、当社グループの将来に関する記述が含まれております。こうした将来に関する記述

は、当第３四半期連結会計期間の末日現在における判断及び仮定に基づいております。したがって、不確定要素や経

済情勢その他のリスク要因により、当社グループの実際の経営成績及び財政状態は、記載とは大きく異なる可能性が

あります。 

（１）経営方針・経営戦略等 

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあ

るものの、このところ下げ止まりを示しております。先行きについては、感染拡大防止策を講じつつ、社会経済活動

のレベルを引き上げていく中で、持ち直しの動きが続くことが期待されておりますが、国内外の感染症の動向を注視

する必要があるなど、引き続き不透明な状況にあります。 

コロナ禍により、短期的な業績への影響は不可避な状況にありますが、当社グループのめざす方向性に変更はあり

ません。グループ理念・グループビジョンのもと、持続的成長と中長期的な企業価値向上をめざすべく、2030年のあ

りたい姿を示す「グループミッション2030」と、その実現に向けた2019年度からの３カ年の行動計画「中期経営計画

2021」を引き続き推進してまいります。 

 

 

 

「グループミッション2030」では、グループ理念・グループビジョンの実現のために2030年までに成し遂げるべき

ミッションを４つのテーマごとに示し、その達成に向けたロードマップを描いております。 

具体的には、2030年までの期間を「基盤強化・投資ステージ」「成長ステージ」「飛躍ステージ」の３つに区分

し、それぞれのステージに応じた事業戦略を推進することにより、競争優位性の高いビジネスモデルを構築し、成長

性・収益性・効率性の高い力強い事業ポートフォリオを形成してまいります。 
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